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図１ 高温ガス炉ＰＲＡ評価体系の例

ER:早期放出、LR：時間遅れ放出
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高温ガス炉の確率論的安全評価手法（確率論的リスク評価手法）の開発 
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高温ガス炉の設計上や安全上の特徴を考慮した確率論的リスク評価手法確立を目標に、事故進展に適した

事故シーケンス評価手法や極大地震時の影響評価手法の構築、開発手法の適用性評価を進めている。 

キーワード：高温ガス炉，確率論的リスク評価，極大地震 

 

１．緒言 東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、原子力プラントの安全性向上のため確率論的リス

ク評価（PRA）の積極的活用が求められている[1]。本研究では、高温ガス炉 PRA実施上の課題解決、事故

進展に適した事故シーケンス評価手法や極大地震時の影響評価手法構築を目指し、以下研究を進めている。 

２．事故シーケンス評価手法の開発 高温ガス炉の安全上の特徴、燃料溶融が想定し得ず、溶融燃料によ

る格納系への影響がないという点を考慮し、在来 PRAの炉心損傷や格納容器損傷に代わり得る最終状態を

検討するとともに、評価体系にふさわしい事故シーケンス分類及び定量化手法を検討する。 

３．影響評価手法の開発 高温ガス炉の設計上

の特徴、受動的安全設備や炉内黒鉛構造物に着

目し、これら構築物や機器が機能喪失に至ると

想定される、極大地震時のソースターム評価手

法を検討する。具体的には、プラント全体規模

の地震応答解析や公衆被ばく上重要となり得る

静的構築物・機器の損傷形態検討を実施する。

また、公衆被ばく上の支配因子群やこれら因子

と黒鉛構造物等の損傷形態の相関関係を表す評

価モデルを提示する。 

４．開発手法の適用性評価 実用高温ガス炉 GTHTR300[2]ベースのモデルプラントに開発手法を試行し、

リスクプロファイルを同定する。また、日本原子力学会等の PRA実施基準類を参考に開発手法の適用性に

対する客観的な評価を行い、その結果をフィードバックした研究を遂行する。 
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